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（1）国土利用計画（長岡市計画）の概要 4１ 国土利用計画の概要

①計画の目的

○国土利用計画法第８条に基づき、本市の総合的かつ計画的な土地

利用を図るための指針として、平成28年９月に策定

②計画の対象区域、計画期間

○対象区域：長岡市全域

〇目標年次：令和７年度（基準年次：平成２６年度）

③計画の効果

○行政内部の総合的調整機能や土地利用に関する行政上の指針の

制定

○市街化区域編入や市街化調整区域地区計画による開発整備等の

手続きの迅速化

○個別規制法の対象区域外（白地地域）における無秩序な開発の抑

制



④計画の位置付け

○国土利用計画（長岡市計画）は、

個別の土地利用規制法に基づく

計画の上位計画である。

（1）国土利用計画（長岡市計画）の概要 5１ 国土利用計画の概要

(参考：長岡市都市計画マスタープラン（令和3年3月）)

長岡市総合計画
（平成28年～令和７年）

市政運営の基本方針で、市のあら
ゆる計画の最上位に位置します。

都市計画マスタープラン
（令和３年～令和12年）

市総合計画に基づき、主に土木・
都市整備分野の基本方針を定め
るものです。

基本計画
個別分野の基本計画で、市総合計

画やマスタープランに即して定められ

ます。

（道路・交通・公園・住宅・下水道

市街地開発・農業・林業などの各分野）

実施計画
具体的な事業を実施するための計画

です。

（景観アクションプラン・地域計画

など）

長 岡 市

国土利用計画（長岡市計画）
（平成28年～令和７年）

調和のとれた土地利用を確保する
ことを目的とし、土地利用に関する
計画の最上位に位置します。

新潟県土地利用計画
平成29年３月
（新計画策定中）

国土利用計画
（全国計画）

令和５年７月閣議決定

※土地利用に関する
行政の指針



（1）国土利用計画（長岡市計画）の概要

•人口減少・高齢化の進展などにより、空き地、空き家等
が増加し、都市部の空洞化につながっている

•日常生活における利便性の維持・向上をめざす一方、
広域的な商業集積による求心力の向上もめざす

•人口減少・高齢化の進展、空き地、空き家等の増加

•荒廃農地の増加

•優良農地をはじめとした農用地の適正な維持

•安全・安心な農産物の供給力の向上

•周辺環境と調和した農山漁村集落の活力維持・再生

市土の利用に関する基本構想

都市

農山漁村

•手入れの行き届いていない森林が存在

•森林を管理する林業者の担い手の確保・育成

•良好な景観、多種多様な動植物の保全、国土保全や
水資源のかん養等

自然維持地域

•地勢上のつながりを踏まえた土地利用
•コンパクトで、広域的な拠点性を高める土地利用
•各地域の多様性を活かし、長岡の総合的な魅力を発揮す
る土地利用
•豊かさや安全・安心を支える土地利用
•みんなで考え実践する土地利用5つの基本方針

１ 国土利用計画の概要 6

⑤計画の内容 【市土利用の基本方針】

【市土の基本方針（市土の諸問題）】

【地勢上の特徴からみた市土利用の基本方向】

・信濃川流域に広がる優良農地を保全し、食料生産基盤
として活用を図る。

・都心地区については、広域かつ高次な都市機能の集
積を促進し、中越地域全体の広域拠点機機能を担う。

等

信濃川沿い平野地域

・大部分を形成する森林は、環境維持のほか、防災機能
や自然景観の維持・保全を図る。

・山間丘陵地域に広がる農地を保全し、治水や防災、多
種多様な動植物の保全など、農地の持つ多面的価値
を守る。 等

山間丘陵地域

・日本海に面した美しい海岸線は、保全を図るとともに寺
泊港周辺や魚の市場通りなどの観光商業拠点と一体
的な活用を図る。

・河川流域に広がる優良農地を保全し、食料生産基盤と
して活用を図る。 等

海岸丘陵地域



・市土面積から、「農地」、「森林」、「原野等」、「水面・河川・水
路」、「道路」及び「宅地」の各面積を差し引いた面積
※荒廃農地、公園・緑地、ゴルフ場、空き地のうち、登記簿
に雑種地として記載されているもの等が含まれる。

（1）国土利用計画（長岡市計画）の概要

区分
平成26年

㎢
平成37年

㎢
構成比

平成26年 平成37年

農地 185.90 183.36 20.9% 20.6%

田 170.00 167.77 19.1% 18.8%

畑 15.90 15.59 1.8% 1.8%

森林 437.60 437.75 49.1% 49.1%

国有林 23.26 23.26 2.6% 2.6%

民有林 414.34 414.49 46.5% 46.5%

原野等 1.70 1.70 0.2% 0.2%

原野 0.44 0.44 0.1% 0.1%

採草放牧地 1.26 1.26 0.1% 0.1%

水面・河川・水路 58.86 58.74 6.6% 6.6%

水面 2.04 2.04 0.2% 0.2%

天然湖沼 0.00 0.00 0.0% 0.0%

人造湖（ダム） 0.23 0.23 0.0% 0.0%

溜池 1.81 1.81 0.2% 0.2%

河 川 46.59 46.59 5.2% 5.2%

１級河川 45.81 45.81 5.1% 5.1%

２級河川 0.72 0.72 0.1% 0.1%

準用河川 0.06 0.06 0.0% 0.0%

水 路 10.23 10.11 1.2% 1.2%

道路 48.29 49.16 5.4% 5.5%

一般道路 36.00 36.93 4.1% 4.2%

高速道路 1.89 1.89 0.2% 0.2%

国管理道路 2.36 2.36 0.3% 0.3%

県管理道路 9.77 9.83 1.1% 1.1%

市管理道路 21.98 22.85 2.5% 2.6%

農道 10.95 10.85 1.2% 1.2%

田 10.41 10.32 1.1% 1.1%

畑 0.54 0.53 0.1% 0.1%

林道 1.34 1.38 0.1% 0.1%

国有林 0.00 0.00 0.0% 0.0%

民有林 1.34 1.38 0.1% 0.1%

宅地 56.53 58.78 6.4% 6.6%

住宅地 33.54 34.26 3.8% 3.8%

工業用地 3.47 4.34 0.4% 0.5%

その他の宅地 19.52 20.18 2.2% 2.3%

その他 102.03 101.57 11.4% 11.4%

合計 890.91 891.06 100.0% 100.0%

１ 国土利用計画の概要 7

市土の利用目的に応じた区分ごとの目標

その他

・住宅地 ： 宅地のうち住宅地用地
・工業用地 ： 従業員４人以上の事務所の敷地
・その他の宅地： 宅地面積から住宅地面積と工業用地面積

を差し引いた面積
※「その他の宅地」には商業業務用地、公共施設用地、
別荘などの二次的住宅、建築中の住宅などが含まれる。

宅地

・耕作の目的に供される土地であって、畦畔を含む

農地

・水面： 湖沼及びため池の満水時の面積
・河川： 一級河川、二級河川、準用河川における河川区域
・水路： 農業用用排水路

水面・河川・水路

・原野 ： 森林以外の草生地（野草地）
・採草牧草地： 農地以外の土地で、耕作又は養畜の事業の

ための採草又は家畜の放牧の目的に供され
る用地

原野等

「利用区分別の土地の定義（抜粋）」

【利用区分ごとの目標】 （国土利用計画（長岡市計画）P13）



（1）国土利用計画（長岡市計画）の概要

N

１ 国土利用計画の概要 8

(出典：長岡市都市計画マスタープラン（令和３年３月）P25)

都市計画マスタープランにおける
将来都市像の考え方

※将来都市構造図に反映

【土地利用計画図】

（国土利用計画（長岡市計画）P14）



（1）国土利用計画（長岡市計画）の概要

9

•無秩序な土地利用を抑制し、良好な都市環境の
確保及び形成並びに機能的な都市基盤の整備
等に配慮し、「コンパクトなまちづくり」を進める

都市地域

•農用地の保全と有効利用を図るとともに、生産
性向上等の見地から、農業生産基盤の整備を
計画的に進めて優良農地を確保していく

農業地域

•自然公園の利用を通じて市民の保健・休養及び
自然学習とふれあいの場とする趣旨から、すぐ
れた自然の保全とその適正な利用を図る

自然公園地域

•積極的に自然環境の保全を図り、原則として土
地の利用目的を変更しない

自然保全地域

•森林経営の担い手の確保と森林整備への投資
を図りながら、持続可能な森林経営の確立に向
け、必要な森林の確保及び整備を図る

森林地域

１ 国土利用計画の概要 9

五地域区分等別の土地利用

【五地域区分等の土地利用の原則】

【五地域区分の位置図】
（国土利用計画（長岡市計画）P26）



•第六次国土利用計画（全国計画）

～ 持続可能で自然と共生した

国土利用・管理 ～

国土利用計画（R5.7閣議決定）

•第三次形成計画

～ シームレスな拠点連結型国土 ～

国土形成計画(R5.7閣議決定)

地方都市をとりまく社会情勢の変遷

・深刻な人口減少・高齢化の進行

⇒高齢者や子育て世代が安心できる生活環境の

実現

⇒持続可能な都市経営

•国土の管理構想

国土の管理構想(R3.6)

・土地の管理水準の悪化と地域社会の衰退

・民間による開発意欲の低下

⇒都市のスポンジ化の進行

⇒低未利用地の拡大

・頻発・激甚化する自然災害に対応した防災まちづ

くりの推進が必要

・生産年齢人口の減少、社会情勢の多様化に対応

した都市の魅力向上が必要

⇒多様な主体の参加と官民連携による地域課題

の解決

国の動向

国土利用計画（長岡市計画）の改定

（2）社会情勢の変化と国土をめぐる動き １ 国土利用計画の概要 10



（3）国土の利用に関する諸計画の体系① 11

(参考：国土交通省資料を基に作成)

○国土利用計画は、「全国‐都道府県-市町村」の3層で相互調整

が図られる計画体系で、都道府県と市町村計画策定は任意。

１ 国土利用計画の概要

長岡市計画
（平成28年9月）

新潟県土地利用計画

（平成29年3月）
（新計画策定中）
都道府県レベルの
国土利用のあり方

（土地利用に関する
マスタープラン）

全国計画
R5.7.28閣議決定

全国レベルの
国土利用のあり方

全国計画
R5.7.28
閣議決定

都市計画法

農業振興地域の
整備に関する法律

自然環境保全法

森林法

自然公園法



（3）国土の利用に関する諸計画の体系② 12

〇五地域と個別規制法による土地利用規制の関係

１ 国土利用計画の概要

都市
地域

農業
地域

森林
地域

自然
保全
地域

自然
公園
地域

国有林

国立公園・国定公園

地域森林計画対象
民有林

都道府県立自然公園

原生自然環境保全地域

自然環境保全地域

都道府県自然環境
保全地域

市街化区域

市街化調整区域

その他
その他

用途地域

農用地区域

その他

保安林

その他

特別地域

普通地域

海中公園地区

特別地域

普通地域

特別地区

普通地区

特別地区

普通地区

海中特別地区

立入制限地区

その他

農業振興地域

都市計画区域

※着色は土地利用の制限または規制がある地域であり、 未着色の は
土地利用規制が相対的に緩い地域。

都市計画法

農業振興地域の
整備に関する法律

森林法

自然公園法

自然環境
保全法



国土利用計画の策定に関し必要な事項を定め、国
土形成計画法による措置と合わせて、総合的かつ計
画的な国土の利用を図ること

■目的（国土利用計画法第１条）

国土が限られた資源であるとともに、諸活動の共
通の基盤であることにかんがみ、公共の福祉を優先
させ、自然環境の保全を図りつつ、健康で文化的な
生活環境の確保と国土の均衡ある発展を図ること

■基本理念（国土利用計画法第２条）

（4）国土の利用について（国土利用計画法） 13

国土利用計画法

１ 国土利用計画の概要



国土の利用、整備及び保全を推進するため、国土利
用計画法による措置と合わせて、安心して豊かな生
活を営むことができる経済社会の実現に寄与する
こと

■目的（国土形成計画法第１条）

自律的に発展する地域社会、活力ある経済社会、豊
かな環境の基盤となる国土を実現するよう、国土の
形成に関する施策を適切に定めること

■基本理念（国土形成計画法第３条）

（4）国土の利用について（国土形成計画法） 14

国土形成計画法

１ 国土利用計画の概要



（4）国土の利用について（両計画の策定状況） 15１ 国土利用計画の概要

○国土利用計画法の基本理念に基づき、国、都道府県、市町村が

それぞれの区域について定める国土の利用に関する基本的

かつ総合的な長期計画。

○国土を限られた資源と捉え、総合的かつ計画的な国土の利用

を図るため、その長期の方向を定める。

(参考：国土利用計画とは，国土交通省)

第一次計画 第二次計画 第三次計画 第四次計画 第五次計画 第六次計画

国土利用
計画

S51.5.18 S60.12.17 H8.2.23 H20.7.4 H27.8.14 R5.7.28

国土形成
計画

S52.11.4
（三全総）

S62.6.30
（四全総）

H10.3.31
（グランドデ
ザイン）

H20.7.4
（第一次形成
計画）

H27.8.14
（第二次形成
計画）

R5.7.28
（第三次形成
計画）

令和５年7月28日閣議決定■全国計画の策定状況



（5）第六次国土利用計画（全国計画）の概要 16１ 国土利用計画の概要

(参考：国土利用計画（全国計画）―第六次―の概要，国土交通省)

①国土利用をめぐる基本的条件の変化と課題

○人口減少や少子高齢化の加速化等を背景とした 国土の管理

水準の悪化や地域社会の衰退など。



第五次国土利用計画

○適切な国土管理を実現する国土利用
○自然環境・美しい景観等を保全・再生・活用する国土利用
○安全・安心を実現する国土利用

第六次国土利用計画

○地域全体の利益を実現する最適な国土利用・管理
○土地本来の災害リスクを踏まえた賢い国土利用・管理
○健全な生態系の確保によりつながる国土利用・管理
○国土利用・管理ＤＸ
○多様な主体の参加と官民連携による国土利用・管理

管理に着目

（5）第六次国土利用計画（全国計画）の概要 17１ 国土利用計画の概要

②国土利用の基本方針

○第６次国土利用計画（全国計画）では、持続可能で自然と共生し

た国土利用・管理を目指し、管理面の内容を強化。



(参考：国土利用計画（全国計画）―第六次―の概要，国土交通省)

（5）第六次国土利用計画（全国計画）の概要 18１ 国土利用計画の概要

②国土利用の基本方針



(参考：国土利用計画（全国計画）―第六次―の概要，国土交通省)

・食料の安定供給に不可欠な優良農地の確保
・カーボンニュートラルの実現に向けた森林資源の循環利用
・健全な水循環の維持又は回復、生態系ネットワークの形成促進
・低未利用土地の活用、空き家の活用・除却を推進 等

（5）第六次国土利用計画（全国計画）の概要 19１ 国土利用計画の概要

③利用区分別の基本方向

○相互の有機的な関連性に十分留意し、地域全体の利益を実現

する最適な国土利用・管理が実現できるよう利用区分間で調

整を図る必要あり。



○農地面積は宅地への転用や荒廃農地の発生等により、減少傾

向にあるが、食料の安定供給等の観点からも一定の面積の確

保が必要。

(参考：国土審議会第19回計画部会資料)

（5）第六次国土利用計画（全国計画）の概要 20１ 国土利用計画の概要

④国土の利用目的に応じた区分ごとの規模の目標 〔農地〕



(参考：国土審議会第19回計画部会資料)

（5）第六次国土利用計画（全国計画）の概要 21１ 国土利用計画の概要

④国土の利用目的に応じた区分ごとの規模の目標 〔森林〕

○森林面積は近年横ばい傾向にあり、今後も国土の保全や水源

の涵養に重要な役割を果たす森林の整備・ 保全を進め、一定

量の森林面積の確保が必要。



（5）第六次国土利用計画（全国計画）の概要 22１ 国土利用計画の概要

(参考：国土審議会第19回計画部会資料)

④国土の利用目的に応じた区分ごとの規模の目標 〔道路〕

○道路面積のうち、一般道路は一貫して増加傾向にあるが、近

年、増加割合は減少している。今後も拠点となる地域間のネッ

トワークの構築、災害時における避難や輸送等の多重性・代替

性を確保する観点から必要な整備を計画的に進める。



(参考：国土審議会第19回計画部会資料)

（5）第六次国土利用計画（全国計画）の概要 23１ 国土利用計画の概要

④国土の利用目的に応じた区分ごとの規模の目標 〔住宅地〕

○地域における人口減少や社会的ニーズの変化等に伴い、空き

家化する家屋が増加する中で、住宅地面積は一貫して増加傾

向にある一方で、総世帯数の減少が予想されていることなど

を踏まえ、目標値を設定。



(参考：国土審議会第19回計画部会資料)

（5）第六次国土利用計画（全国計画）の概要 24１ 国土利用計画の概要

④国土の利用目的に応じた区分ごとの規模の目標 〔工業用地〕

○工業用地面積については、近年増加傾向にある。そのトレンド

を踏まえつつ、国内における企業立地の促進の方針等を踏ま

え、目標値を設定。



（5）第六次国土利用計画（全国計画）の概要 25１ 国土利用計画の概要

(参考：国土審議会第19回計画部会資料)

④国土の利用目的に応じた区分ごとの規模の目標 〔その他の宅地〕

○その他の宅地の面積（商業業務用地や公共施設用地等）は、こ

れまで一貫して増加してきたが、人口減少下において都市の

居住や機能を集約する必要があること、また、土地利用の効

率化、高度化を図る方針であることから、目標値を設定。



２ 市町村管理構想とは

26



（１）管理構想とは 27２ 市町村管理構想とは

○「国土の管理構想（令和3年6月）」に基づき、都道府県・市町

村・地域の各レベルで、人口や土地の管理状況等について現

状把握・将来予測を行い、目指すべき将来像と土地の管理の

あり方を示すもの。

○特に中山間地域などを中心に、市町村や地域における取組が

進むことを期待した計画。

○「国土の管理構想」は、人口減少下における国土の適切な管理

の在り方を構築し、それを適切に実施していくための国土利

用計画の実行計画としての役割をもつ。

(参考：市町村管理構想・地域管理構想 策定の手引き，国土交通省)



（２）管理構想の策定が推奨される背景 28２ 市町村管理構想とは

人口減少がどんどん進むと・・・

農地・森林の荒廃、鳥獣被害の増加
地域の生活環境の悪化、防災・防犯の不安
景観の悪化、地域の魅力の低下

今までどおりの
管理・活用のやり方や体制

のままの場合

さらに悪循環
今後不安は
次の世代へ

具体策の必要性
 人口減少・高齢化の進行に対応した土地利用・管理のあり方
 市民参加、多様な主体の参画による管理

耕作放棄地の増加
空き家の増加
森林の手入れ不足 など

(参考：国土交通省資料)

○人口減少下では、優先的に維持したい土地の明確化や、担い

手不足に対応した管理方法の転換等も考える必要がある。



＜持続的な土地の利用・管理についての検討フロー図＞

(出典：国土の管理構想)

（3）管理構想の検討プロセス 29２ 市町村管理構想とは

○さらなる人口・世帯数減少が進む中で、将来的に放置されて

いくことが予想される土地のあり方を含め、土地の管理水準

（優先度）を検討する。



（４）各レベルにおける管理構想の策定 30２ 市町村管理構想とは

国土の管理構想

策定主体：国
○ 長期的視野・広域的視点からの国土全体の管理の在り方を提示
○ 都道府県、市町村、地域の各レベルにおける管理構想の策定方法等を示す

都道府県管理構想

策定主体：都道府県
○ 流域等の広域的視点から都道府県土全体として目指す管理の在り方を示す
○ 現状把握・将来予測により、管理すべきエリア、市町村・地域で対応すべき課題につ

いて判断するための視点、広域的な市町村間の調整について整理

市町村管理構想

策定主体：市町村
○ 現状把握・将来予測により、市町村土全体として目指す管理の在り方、管理すべきエ

リアと対応すべき課題、必要な措置等を示す
○ 管理すべきエリア等を市町村管理構想図として地図化

地域管理構想

策定主体：地域（集落等）
○ 住民自ら地域の将来像を描き、土地の管理の在り方を地域管理構想図として地図化
○ 管理主体や管理手法を明確にした行動計画を示す

＜R3.6とりまとめ＞

市町村：策定の働きかけ、議論サ
ポート、地図・情報の提供等

長岡市の取組
はココ

★「市町村管理構想と国土利用計画を一体化した計画」の策定を目
指す国のモデル都市に、長岡市を選定（令和４～５年度）

○管理構想は国・都道府県・市町村・地域の４種類（任意計画）

(参考：国土交通省資料)



（５）市町村管理構想の対象範囲 31

○市町村管理構想は、行政区域全域のうち、特に市街化区域・用

途地域以外を主な対象とする。

(参考：国土交通省資料)

市町村管理構想の主な対象範囲



（６）市町村管理構想の概要 32２ 市町村管理構想とは

市町村管理構想の記載内容：
①市町村土の管理に関する基本構想
・現状把握と将来予測
・市町村土の管理の在り方
・対応すべき課題と管理すべきエリア
②必要な措置の概要
・課題への対応の方向性・取組
・地域管理構想策定に向けた支援
・地域住民主体による管理の取組が難しい場合の市
町村の取組

・市町村管理構想のモニタリング・見直し 等
③市町村管理構想図（①に掲げた内容の図示）

市町村管理構想の概要

［策定主体］市町村
［対象範囲］行政区域全域を対象

（特に市街化区域及び用途地域以外）
［計画期間］概ね５～10年（20～30年の将来を見据える）
［策定方法］市町村の各部局との意見交換・協議、地域住民

等への聞き取りを踏まえて検討・策定

＜市町村管理構想図のイメージ＞

○市町村土全体として目指す管理のあり方や、市町村及び地域と

して管理すべきエリアと対応すべき課題等を示し、市町村管理

構想図として地図化。

・①で示した将来像を地図上に見える化
・対応が求められるエリアを図示

(参考：国土交通省資料)



ワークショップを実施 ＜和南津地区（川口地域）＞

【地区の現状に関する意見概要】
 農地は、魚野川沿いの農地を中心に良好な管
理。一方で、農業の担い手の高齢化が深刻。農
業法人などもなく、近い将来は山間部など条
件の悪い農地、手間のかかる畑の順で耕作が
難しくなる可能性を認識。

 森林は、一部のエリアを共有林として道の草刈
りなどの管理活動を行っているが、担い手も農
業同様に高齢化が進む中で、今後の管理に不
安がある。

 集落内の機能は限定的。集会所などは頻繁に
利用しており、コミュニティ活動にとって重要
な機能である。食料品店も地域の見守り機能
を担っており、欠かせない施設となっている。

 集落内では孫ターンなどの明るい兆しや、若者
もいないわけではないが、地域活動などには
限られた方のみが参加。新たに地域に入って
きたいという方を受け入れる体制は整ってい
ない。

（７）住民意見の把握 33２ 市町村管理構想とは



ワークショップを実施 ＜小島谷地区（和島地域）＞

【地区の現状に関する意見概要】
 農地は、法人を組織して管理しているが、人手
は十分ではなく沢などの条件が厳しいエリア
の農地までは手が回らない状況。高齢化や人
員不足などもあり、名水を活用して生産される
美味しい米づくりの維持に不安。

 集落内の住宅の多くが山沿いに立地し、災害リ
スクを懸念。森林の管理がされていない状況。
竹林などは地域の資源として活用しながら、管
理していくというアイデアもあった。

 住民意識で、生活利便施設や観光資源がない
と感じる一方で、名水、久須美東馬関連資源、
遺跡や、農地の広がりなど自然豊かな地域性
や、一定の機能立地があり、地域への愛着と誇
りも育まれている。

 高齢化の進行で、集落全体で空き家の増加が
顕著で、今後も空き家が増加することへの不安
のほか、人口減少により公共交通の維持への
不安も大きい。空き家は増加しているものの、
移住者に対する貸家には消極的。

（７）住民意見の把握 34２ 市町村管理構想とは



３ 本市の現状と課題

35



３－１ 本市の現状

36



（１）地形的条件 37３ 本市の現状と課題

○地形特性等から市域を３つの地域区分で整理。

(出典：色別標高図（国土地理院）を基に
長岡市作成（長岡市環境基本計画（平成30年３月））)

＜標高区分と主な河川＞ ＜地域区分図＞

○海岸丘陵地域
○信濃川沿い平野地域
○山間丘陵地域

(出典：長岡市都市計画マスタープラン（令和3年3月）P5)



（２）人口 38３ 本市の現状と課題

○市の総人口は1995年をピークとしてそれ以降は減少傾向。

○多くの集落で人口減少が進行。
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（万人）

実績値 推計値

＜総人口の推移＞

(出典：国勢調査（総務省）、日本の地域別将来推計人口（国立社会保障・
人口問題研究所）)

(出典：国勢調査（地域の農業を見て・知って・活かすDB・2015 /農林水産省)

＜集落別人口（2015年）＞



（２）人口 39３ 本市の現状と課題

○2045年には人口が半分以下になる集落や高齢化率が50％を

超える集落が山間丘陵地を中心に発生。

＜集落別人口増減率（2015～2045年）＞ ＜集落別高齢化（2045年）＞

(出典：国勢調査,将来人口メッシュ（地域の農業を見て・知って・活かすDB・2015・2045 /農林水産省））

小島谷地区
小島谷地区

和南津地区 和南津地区



（３）産業動向_農業 40３ 本市の現状と課題

○年間農業産出額はほぼ横ばいで推移。

○年間農業産出額のうち約８割を米が占めている。（2021年）

＜農業産出額の推移と内訳（2021年）＞

耕種, 92.3%

畜産, 7.7%

米, 79.0%

雑 穀, 
0.1%

豆 類, 
1.6%

いも類, 
0.9%

野 菜, 
9.8%

果 実, 
0.4%

花 き, 
0.5%

工芸農作

物, 0.1%

その他, 0.1% 肉用牛, 
3.2%

生乳以外

の乳用牛, 
0.2%

生乳, 
2.2%

鶏, 
0.9%

その他, 
1.2%

年間
農業出荷額

164億円

(出典：市町村別農業産出額（推計）・2014-2021/農林水産省）
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（３）産業動向_林業 41３ 本市の現状と課題

○林業総収入は増加している一方で、林業経営体数は減少して

いる。

355

216

96

12

0

50

100

150

200

250

300

350

400

2005 2010 2015 2020

林業経営体数

（経営体）

(出典：農林業センサス2005・2010・2015・2020/農林水産省）

＜林業経営体数＞
＜林業総収入（総額）＞
＜林業総収入（総額）＞

【出典】 農林水産省「農林業センサス」再編加工
【注記】
林業総収入＝林産物販売額＋林業作業請負収入。
林産物販売金額＝Σ（各階層中位数×各階層経営体）。
林業作業請負収入＝Σ（各階位中位数×各階層経営体）
最上位層の中位数は7億円として推計。林業作業請負収入とは、農林業センサスにおける受託料金収入を
指す。
林作業を請け負ったことにより得た収入をいい、諸経費、人件費を差し引く前の金額をいう。
各階層中位数については、階層が2015年以前と2020年で異なっているため、中位数に違いがある。
・2015年以前の階層：50万円未満、50～100万円未満、100～200万円未満、200～300万円未満、300～500
万円未満、500～700万円未満、700～1,000万円未満、1,000～1,500万円未満、1,500～2,000万円未満、
2,000～3,000万円未満、3,000～5,000万円未満、5,000～1億円未満、1～3億円未満、3～5億円未満、5億円
以上
・2020年の階層：50万円未満、50～100万円未満、100～300万円未満、300～500万円未満、500～1,000万
円未満、1,000～3,000万円未満、3,000～5,000万円未満、5,000～1億円未満、1～2億円未満、 2～3億円未
満、 3～5億円未満、5億円以上

林産物販売金額（総額） 林業作業請負収入（総額）

2005年 2010年 2015年 2020年



（３）産業動向_商業 42３ 本市の現状と課題

○年間商品販売額は、9,676億円（2020年）で、卸売業が7割、小

売業が3割を占める。

〇卸売業、小売業の年間商品販売額は横ばいで、「飲食料品」「機

械器具」の販売額が多い。
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卸売業, 70.7%

小売業, 29.3%

各種商品, 0.6% 繊維・衣服等, 1.0%

飲食料品, 

30.4%

建築材料，鉱

物・金属材料

等, 9.2%

機械器具, 

16.1%

その他, 13.5%

各種商品, 1.0%

織物・衣服・

身の回り品, 

1.5%

飲食料品, 9.1%

機械器具, 6.7%

その他の, 9.0%

無店舗, 2.0%

年間
商品販売額
9,676億円

＜卸売業、小売業販売額の推移と内訳（2020年）＞

(出典：事業書・企業統計調査・2009年・2014年、経済センサス活動調査2020年/総務省統計局)



（３）産業動向_工業 43３ 本市の現状と課題

○年間製造品出荷額は、2009年以降増加傾向。

〇「生産用機械器具」「業務用機械器具」「食料品」の製造が多い。

(出典：工業統計調査2010年・2015年/ 経済産業省、経済活動調査2020年/総務省統計局、経済構造実態調査2021年/総務省・経済産業省)
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6.4%

電子部品・デバイス・電子

回路, 6.3%

鉄鋼業, 6.1%

プラスチック製

品, 3.4%

パルプ・紙・紙加工品, 

3.1%

窯業・土石製品, 

2.4%

飲料・たばこ・飼料, 

2.2%

はん用機械器具, 

2.1%
繊維工業, 1.2%

化学工業, 1.1%

その他, 5.3%

年間
製造品出荷額
6,571億円

＜製造品出荷額の推移と内訳（2021年）＞



（４）土地利用 44３ 本市の現状と課題

○市土のうち、森林が5割、農地（耕地）が2割を占める。

＜土地利用割合＞

(出典：国土数値情報（細分メッシュ/平成28年）/ 国土交通省)

(出典：長岡市環境基本計画（平成30年３月）)

＜土地利用現況図＞



（５）土地利用計画 45３ 本市の現状と課題

○農業地域

⇒市街化区域を除く農地一帯

を農業振興地域に指定

○森林地域

⇒東山連峰や西山丘陵などの

山間地

○自然公園地域

⇒奥早出粟守門県立自然公園

(栃尾地域)、長岡東山山本

山県立自然公園（長岡地域、

山古志地域、栃尾地域）

○自然環境保全地域

⇒杜々の森（栃尾地域）、定正

院緑地（長岡地域）

＜土地利用基本計画図＞

(出典：LUCKY（平成30年10月現在）/国土交通省)



（６）農地（耕地面積） 46３ 本市の現状と課題

ほ場整備率
水田：61.9％ 畑：28.8％

＜管内事業概要図＞

(出典：長岡地域振興局)

耕地面積 田耕地面積 畑地面積

田本地面積

面積（ha） 18,200 16,600 15,900 1,540

割合 100.0% 91.2% 87.4% 8.5%

＜耕地面積とその割合＞

(出典：農林水産関係市町村別統計（令和３年、農林水産省）)

(出典：長岡市農業農村整備事業管理計画書)

○耕地面積のうち、田が約９割を占める。

○ほ場整備の実施に地域差がある。長岡地域（川西）や中之島地

域で高く、長岡地域（川東南部）で低い。



（６）農地（農用地区域） 47３ 本市の現状と課題

＜農用地区域の分布＞

(出典：農用地区域・令和5年/長岡市資料)

○信濃川沿いの平野地域を中心

に農用地区域が広がっている。

〇農用地区域内農地の面積は約

18,679ha、市域の約21.0％に指

定されている。

耕作の目的に供される土地

都道府県が長期にわたり総合的に農業振興を図
るべき地域として指定した地域

農業振興地域

農地

農用地区域

市町村がおおむね10年を見通して農用地
として利用すべき土地として設定した区域
【転用原則禁止】



（６）農地（荒廃地面積） 48３ 本市の現状と課題

〇耕作放棄地が年々増加。

○荒廃農地は農地全体の3.6％。ほぼ全てが再生利用が困難と

見込まれており、栃尾地域や小国地域、川口地域など、中山間

地域に多い。

(出典：令和４年度 遊休農地に関する措置等の状況に関する調査、耕地面積・令和2年/農林業センサス)

＜地域別耕地面積に対する荒廃農地面積及び割合＞
（参 考）

＜耕作放棄地面積と農家数の推移＞

A分類：再生利用が可能な荒廃農地 B分類：再生利用が困難と見込まれる荒廃農地
※荒廃農地面積と耕地面積は計算方法や年次が異なるため、直接比較すべきものでは
ないが、地域ごとの傾向を探る意図で整理した。

長岡 中之島 越路 三島 山古志 小国 和島 寺泊 栃尾 与板 川口 長岡市

荒廃農地面積(ha） 27.2 3.0 27.5 5.5 3.6 67.9 1.4 8.6 477.6 3.3 29.2 654.8

荒廃農地計 0.41% 0.10% 1.84% 0.67% 2.25% 6.83% 0.17% 0.58% 25.15% 0.52% 5.29% 3.57%

Ｂ分類 0.36% 0.10% 1.82% 0.67% 2.25% 6.24% 0.17% 0.58% 25.15% 0.50% 4.99% 3.51%

Ａ分類 0.05% 0.00% 0.02% 0.00% 0.00% 0.60% 0.00% 0.00% 0.00% 0.02% 0.30% 0.06%

0.41% 0.10%
1.84%

0.67%
2.25%

6.83%

0.17% 0.58%

25.15%

0.52%

5.29%
3.57%

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%



（６）農地（保全活動） 49３ 本市の現状と課題

(出典：農林業センサス・
令和2年/農林水産省）

長岡地域, 

73,128㎡, 
81%

与板

地域, 
8,505

㎡, 9%

和島地域, 

4,328㎡, 
5%

栃尾地域, 

4,243㎡, 5%

26,352㎡ 25,651㎡

32,013㎡

3,221㎡ 2,967㎡
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令
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田 畑

NPO等との連携

都市住民等との連携

市街化区域・非線引き用途地域

長岡市行政区域

＜外部人材等と連携して
農地を保全している集落＞

＜長岡市耕作放棄地予防・解消事業と
地域別延べ実施面積＞

○地域や外部協力者などが協力して保全活動をしている例や、

補助事業を活用した利用・管理が行われている集落がある。



（７）森林（林種割合） 50３ 本市の現状と課題

＜森林分布＞

(出典：森林簿データ長岡市資料）

三島林業地帯など、
林業に力を入れて
いる地域

森林面積 国有林 民有林 人工林

43,768ha 2,326ha 41,442ha 10,995ha

（出典：長岡市資料(令和４年４月18日現在))

＜長岡市の森林データ＞

○森林は市域の約５割43,768haを占める。

○民有林 41,442haのうち、人工林は

10,995ha(26.5％)を占め、和島地域、

三島地域に多い。

○一所有者あたりで所有する森林面積

の大半は５ha未満の小規模森林。



（７）森林（自然公園地域） 51３ 本市の現状と課題

○長岡地域の東部、寺泊地域、

栃尾地域、山古志地域など

に自然公園地域が指定。

＜自然公園地域の概要＞

(出典：国土数値情報/国土交通省）

＜自然公園地域図＞



（７）森林（林業作業の推移） 52３ 本市の現状と課題

○林業作業実施率が低下していることから、手入れが行き届

かない森林が増加。

○林業作業実施率（＝保有山
林の管理水準）

132

14

157

0

58

12 11

61
53

37

0

50

100

150

200

2005 2010 2015 2020

下刈りなど 切捨間伐 利用間伐

(出典：農林業センサス2005・2010・2015・2020/農林水産省）

○林業作業の受託面積も減少

＜林業作業実施率＞ ＜経営体が受託した林業作業の
受託面積（ha）＞

【出典】 農林水産省「農林業センサス」再編加工
【注記】
林業作業実施率＝（過去5年間に保有山林で林業作業を行った体数）÷（経営体数総数）

新潟県平均

長岡市

全国平均

2005年 2010年 2015年 2020年

65

70

75

80

85

90

95
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（％）

※農林業センサス実施年次の経営体が受託した林業作業の受託面積



（７）森林（森林経営計画） 53３ 本市の現状と課題

○三島地域や栃尾地域では、

外部協力者などと協力して

保全活動をしている地区が

ある。

○三島地域の人工林など一部

の森林において、森林経営

計画による整備が進められ

ている。

＜最終施業年度別森林経営計画の区域と外部
人材等と連携して森林を管理している集落＞

(出典：森林経営計画に関する資料/長岡市、
保全活動：農林業センサス・令和2年/農林水産省）

NPO等との連携

都市住民等との連携

市街化区域・非線引き用途地域

長岡市行政区域



（９）森林（獣害） 54３ 本市の現状と課題

〇栃尾地域ではクマ及びサル、長岡地域、寺泊地域、和島地域、

川口地域ではイノシシの出没エリアが存在する。

〇中山間地域や里山が荒廃することで生息地域が拡大するこ

とが懸念される。

＜クマの出没エリア＞

(出典：長岡市資料（Ｒ4））令和４年度の目撃・痕跡データを小地域単位の地名と整合するもののみを集計し、図示。

＜イノシシの出没エリア＞

＜サルの出没エリア＞



（８）道路 55３ 本市の現状と課題

○ラダー型広域幹線道路網

の整備を推進し、円滑な道

路交通確保による安全・安

心で住みやすい地域づく

りを進める。

＜長岡都市圏交通円滑化総合計画と
道路網の整備方針＞

(出典：長岡市都市計画マスタープラン（令和3年3月）P75)



（９）宅地（住居系） 56３ 本市の現状と課題

○建物用途として、戸建住宅の需要が高い。

(出典：建物統計データ（株式会社ゼンリン「（RESAS）)

＜種類別建物数の推移（件）＞
○本市の建物のうち76％
は戸建住宅
○共同住宅と合わせると、
住宅系の建物が全建物
の87％



（9）宅地（住居系宅地開発） 57３ 本市の現状と課題

○長岡地域の市街化区域とその周辺部では、過去20年間に

約3,000区画を分譲したものの、約2割に空きがある状況。

(出典：長岡市都市計画マスタープラン（令和3年3月）P33)

＜宅地の供給状況＞



（9）宅地（商業・業務系） 58３ 本市の現状と課題

○人口減少に伴い、商圏人口も減少傾向が続く見通し。

〇中心市街地では、「広域型商業・業務集積地」としての機能を

高めるため、2023年7月にミライエ長岡を開業し、利便性の向

上と活性化に取り組んでいる。
＜長岡市の商圏人口・購買人口推移・見通し（参考：市内売り場面積の推移）

(出典：長岡市都市計画
マスタープラン（令和3年3月）P47

○商圏人口・購買人口実績値：「中心市市街地に関す
る県民意識・消費動向調査報告書」・各年・新潟県・
買回品について表示

○推計値：社会保障・人口問題研究所が公表した数
値に基づき独自に推計（2016年の同一の商圏・流
入率と仮定）

○売場面積：商業統計調査・経済センサス活動調査・
2016年/経済産業省）



（9）宅地（中山間地域） 59３ 本市の現状と課題

○人口減少が進む田園

地域や中山間地域で

は、既存店舗の維持や

公共交通の維持が難

しい状況。

○さらなる高齢化の進

行により、買物弱者と

なる住民の増加が懸

念される状況。

＜食料品店へのアクセス状況＞

(買物弱者：自動車の運転ができず、徒歩や
公共交通での買い物が困難な高齢者)

(出典：長岡市都市計画マスタープラン（令和3年3月）P50・
メッシュデータ2015年/国勢調査)



（9）宅地（工業・流通系） 60３ 本市の現状と課題

＜産業団地等の分布（2019年6月時点）＞

(出典：長岡市都市計画マスタープラン（令和3年3月）P58:長岡市企業立地ガイド2018 ほか 長岡市資料)

○これまで市内に工業団地を45

団地整備し、431.5haを分譲。

分譲率は98.4％。

〇2019年度に分譲を開始した「長

岡北スマート流通産業団地」も

全33区画（約2７ha）を完売。

本市への企業立地ニーズが高

まっている。

＜産業団地の分譲状況
（2023年7月時点）＞

分譲面積
分譲済
面積

分譲率

長岡 305.9ha 300.0ha 98.1%

中之島 40.8ha 40.8ha 100%

越路 23.4ha 23.4ha 100%

三島 4.5ha 4.5ha 100%

小国 10.5ha 10.5ha 100%

栃尾 15.1ha 14.3ha 94.7%

寺泊 12.9ha 12.9ha 100%

与板 13.2ha 13.2ha 100%

和島 2.2ha 2.2ha 100%

川口 3.0ha 3.0ha 100%

合計 431.5ha 424.8ha 98.4%



（9）宅地（低未利用地） 61３ 本市の現状と課題

○市街化区域内には、

3,000㎡以上の低

未利用地が約110

箇所 、面積で約

125ha（2018年）あ

り、区域面積の約

2％を占める。

〇長岡地域の中心市

街地では低未利用

地が細かく分布し

ている。

(出典：長岡市都市計画マスタープラン（令和3年3月）P34・都市計画基礎調査H30)

＜低未利用地の分布状況＞ 2019年に分譲を開
始し、既に完売。



（9）宅地（空き家） 62３ 本市の現状と課題

○空き家数と空き家率はともに増加傾向。山古志地域や寺泊

地域で空き家の割合が高い。

＜地域別空き家率＞

(出典：長岡市空き家実態調査（H28）、2019.4固定資産税データ)

＜長岡市の空家数と空家率の推移＞

(出典：住宅・土地統計調査（総務省）)

行政区域

＜地域別空き家数＞

(出典：長岡市空き家実態調査（H28）)
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（10）災害リスク（人的被害リスク） 63３ 市土の現況と課題

〇水害（外水）によるリスクは長岡・・

越路地域、土砂災害によるリスク

は与板・栃尾・川口地域で高い。

(出典：第４回長岡市立地適正化計画策定委員会)

＜人的被害リスク分析結果（マクロ）
全ハザードまとめ（現況）【市全体］＞



（10）災害リスク（経済的被害リスク） 64３ 本市の現状と課題

(出典：第４回長岡市立地適正化計画策定委員会)

〇水害（外水）によるリスクは長岡・

越路・与板・川口地域、土砂災害に

よるリスクは栃尾・三島・川口地域

で高い。

＜経済的被害リスク分析結果（マクロ）
全ハザードまとめ（現況）【市全体］＞



３－２ 課題の整理

65



（１）課題の整理 66３ 本市の現状と課題

＜農地＞

生産性の高い優良農地の維持・保全。

人口減少・担い手不足に伴い懸念される中山間地域の農地を

はじめとした耕作放棄地の増加など、荒廃化への対応。

＜森林＞

人口減少・高齢化の進行に伴う森林の管理水準の低下、荒廃化

への対応。

人と野生鳥獣の緩衝帯である樹林地の維持。

＜災害リスク等（共通）＞

水害及び土砂災害リスクを踏まえた土地利用・管理のあり方の

設定。



（1）課題の整理 67３ 本市の現状と課題

＜住居系用地＞

人口減少下での過剰な住宅供給の抑制。

低未利用地の増加への対応。

空き家の増加への対応と、農村集落、中山間地域におけるコミ

ュニティ機能・活力の維持。

＜商業・業務系用地＞

市及び中越圏域を支える都心地区における都市機能集積の維

持・誘導。

生活利便施設の立地が困難な状況にある地域拠点や農村エリア

での日常生活サービスの維持。

空き店舗・低未利用地の発生抑制と利活用の推進。

＜工業・流通系用地＞

広域的な交通利便性の優位性を活かした企業ニーズへの対応。



４ 改定計画の方向性

68



（１）改定計画の方向性 69４ 改定計画の方向性

国土利用計画（長岡市計画）改定におけるポイント

ポイント１

第六次国土利用計画（全国計画）の考え方を踏まえ、現行計画の

構成見直しや追加すべき事項はないか。

ポイント２

第六次国土利用計画（全国計画）は管理の面が強化されたことか

ら、検討を進める市町村管理構想を、国土利用計画（長岡市計画）

にどう反映するか。

ポイント３

人口減少・高齢化を背景に、市の政策を踏まえて、フレームをどの

ように設定するか。（道路、工業用地、その他宅地）



（１）改定計画の方向性 70４ 改定計画の方向性

コンパクトなまちづくりの更なる推進

⇒住居系の市街地の拡大は行わない（既成市街地を有効活用）

⇒既存ストックの有効活用と拠点性を高める土地利用の推進

⇒地域コミュニティを確保する交通ネットワークの維持

⇒小さな拠点づくり

⇒工業・流通系の企業立地ニーズに応える産業用地の確保

⇒災害リスクを踏まえた土地利用・管理の推進

【課題への対応と方向性】



（１）改定計画の方向性 71４ 改定計画の方向性

地域の状況に合わせた市土管理の推進

⇒農地や森林などの環境を守るため、優先的に維持すべき土地の

明確化

⇒地域の特性に応じた管理方法の選択と地域自らによる管理

【課題への対応と方向性】

＜持続的な土地の利用・管理についての検討フロー図＞

(出典：国土の管理構想)



（１）改定計画の方向性 72４ 課題への対応と方向性

国土利用計画（長岡市計画）と市町村管理構想の構成内容の比較

国土利用計画（長岡市計画） 市町村管理構想

計画の主眼、
位置付け

・国土利用計画法に基づき、市が有する地域特性を踏まえながら、
長期にわたって安定し、調和のとれた土地利用を確保すること
を目的とした、市の土地利用に関する最上位計画。

・人口減少下における適切な市土の管理を示す
もの。
・国土利用計画の実行計画としての性質を持つ。

計画概要

・市土利用の基本方針のもと、市土利用の基本方向を地勢、利用分
ごとに記載。
・利用目的に応じた区分ごとの目標面積を設定。
計画期間は概ね10年。
・土地利用計画図（土地利用構想図）は、都市計画マスタープランの
将来都市構造図を掲載。
・目標を達成するために必要な措置について、７つの柱で記載し、
「（６）土地の有効利用の推進」では利用区分ごとに必要な措置を
記載。
・五地域区分等別の土地利用では、土地利用の原則、調整方針、
調整指導方針を記載し、五地域区分の位置図を掲載。

・行政区域全体を対象としつつ、市街化区域及
び用途地域以外が主な対象範囲。
・現状把握、将来推計により、市町村土全体とし
て目指す管理の在り方、管理すべきエリアと対
応すべき課題、必要な措置を示す。
・管理すべきエリア等を市町村管理構想図とし
て地図化。
・20～30年後を見据え、計画期間は概ね5～
10年

土地利用の
区分

・農地、森林、原野、水面・河川・水路、道路、住宅地、工業用地、
その他の宅地、低・未利用地。

・管理構想図で即値的に表現。
・その他、課題の性質に応じて区分を設定。

記載内容の例
（主に農地・
森林）

農地
・信濃川沿いに広がる平地の農地、中山間地域の農地、市街地周辺
に位置する都市近郊の農地、市街化区域内の農地に分けて基本方
向を記載。
森林
・多面的機能の維持増進は森林施業の推進、豊かで美しい森林の保
全及び付加価値の高い森林はレクリエーション利用の場として推
進。長岡産木材の利用促進などの林業振興は、地産木材利用や間
伐材としての利活用の促進を措置として記載。

・人口減少により、将来的に維持できないエリア
についても手のかからない管理等の方向性に
ついて記載。
・より具体的な管理の取組方針を記載。
・管理構想図として課題を即地的に示す。



５ 土地の管理に着目した
ゾーニングの考え方

73



（１）本市における市町村管理構想のねらい ５ 土地の管理に着目した
ゾーニングの考え方 74

① 土地利用の管理に着目したゾーニングと、各ゾーンにおけ
る管理のあり方

 将来見通しから、土地の管理水準が低下し、土地利用の継
続が課題となるゾーンの図示と、管理の方向性を提示。

⇒管理面で市として注視・注力していくゾーンを提示。

② 市土の管理の要となる中山間地域の集落における生活サー
ビス拠点づくりのあり方

 機能集積地としての拠点（都市計画マスタープランや立地
適正化計画での拠点）

 集落のコミュニティ維持に資する場（地域活動の中心的な
場）

○市町村管理構想の検討、及び国土利用計画との一体化により、

計画に盛り込む要素



（２）土地の管理に着目したゾーニングの方向性・案 ５ 土地の管理に着目した
ゾーニングの考え方 75

○人口減少・高齢化の進行により、丘陵部を中心に農地・森林等

の管理が困難化する見通し。

〇このような状況の中、本市農林業の維持あるいは地域環境の

保全等の観点から、継続的な土地の管理の必要性とともに、

管理水準の視点及び維持の見通しを評価する。

①自然環境保全ゾーン

②食育環境保全ゾーン

③生活環境保全促進ゾーン

④集落環境維持検討ゾーン

⑤自然環境調和ゾーン

※管理水準のレベルについて、客観的な基準を用いることが可能か検討する。

行政区域のうち都市部を除く、農山漁村地域及び自然維持地

域を対象として５つの区分にゾーニングする。

・・・ 「should」 の視点

・・・ 「can」 の視点

・・・ 「want」 の視点



現在、公的な管理が行われているエリア。

〇自然公園地域、自然保全地域
〇教育などの利用目的が見込まれる森林（道院高原、
大平山ふれあいの森、杜々の森名水公園、東山自
然観察林、国営越後丘陵公園、桝形山自然公園、
巴ヶ丘自然公園、越後かたくりの森、おぐに森林
公園、雪国植物園）

〇保安林

（２）土地の管理に着目したゾーニングの方向性・案 ５ 土地の管理に着目した
ゾーニングの考え方 76

①自然環境保全ゾーン

継続的な土地利用に向けて、公的な管理を推進する
ゾーン。



信濃川平野地域を中心とした、ほ場整備等により
農業基盤が整備済みの農地や、ある程度平坦で生
産活動が行いやすい農地で、担い手への利用集積
が見込まれる農地が広がるエリア。

平坦な農地のうち、ほ場整備がされていない農地
は個別計画を確認後、位置付けの精査が必要。

（２）土地の管理に着目したゾーニングの方向性・案 ５ 土地の管理に着目した
ゾーニングの考え方 77

②食育環境保全ゾーン

本市の農林業を支える地域であり、一定の管理水準
のもとで、継続的な土地利用が見込まれるゾーン。



（２）土地の管理に着目したゾーニングの方向性・案 ５ 土地の管理に着目した
ゾーニングの考え方 78

③生活環境保全促進ゾーン

本市の農林業を支える地域。将来的に管理水準の
低下に懸念があることから、継続的な土地利用や生
活環境の保全に向けて、一定の管理水準の確保を
図るべきゾーン。

また、「②食育環境保全ゾーン」等に隣接したエリア
で、荒廃化により周辺環境等への影響が懸念される
ことから、一定の管理水準を図るべきゾーン。
（例えば、優良農地に接する樹林地など。荒廃化が
獣害被害を助長するおそれのあるエリア）



（２）土地の管理に着目したゾーニングの方向性・案 ５ 土地の管理に着目した
ゾーニングの考え方 79

③生活環境保全促進ゾーン

海岸丘陵地域や山間丘陵地域の、ほ場整備等により農
業基盤が整備済みの農地や、ある程度平坦で生産活動
が行いやすい農地で、担い手への利用集積が見込まれる
農地が広がるエリア。

「②食育環境保全ゾーン」と土地利用的に連続し、災
害リスクや獣害被害への対応の観点から、維持が望ま
しいエリア。

ブランド林の生産に注力している森林エリア（三島地
域、和島地域を中心とした海岸丘陵地域の森林エリ
ア）。

当該エリアの多くが、今後の人口減少の進行により、
将来的に集落の維持を懸念する地域であることから、
管理水準の維持に課題がある。



（２）土地の管理に着目したゾーニングの方向性・案 ５ 土地の管理に着目した
ゾーニングの考え方 80

④集落環境維持検討ゾーン

「③生活環境保全促進ゾーン」に隣接するなど、本来
的に管理水準の確保が求められる一方で、集落の維
持のほか、農林業の継続には地勢的・人材的にみて
不利な条件にあることから、管理の困難化を懸念す
るエリア。
周辺環境への影響や地元意向等を踏まえながら、管
理水準を検討するゾーン。



（２）土地の管理に着目したゾーニングの方向性・案 ５ 土地の管理に着目した
ゾーニングの考え方 81

④集落環境維持検討ゾーン

海岸丘陵地域や山間丘陵地域のほ場整備等が行わ
れた農地の谷戸や中山間部等のエリア。

「③生活環境保全促進ゾーン」と土地利用的に連
続し、災害リスクや獣害被害への対応の観点から、
維持が望ましいエリア。

当該エリアは、人口減少により将来的に集落の維
持を懸念する地域であることから、管理水準の維
持に課題がある。

耕地整理等の農業投資の状況、管理組織の状況、
交付金等の制度活用状況などを含め、個別計画を
確認後、位置付けの精査が必要。



①～④のゾーン、及び市街化区域・非線引き用途
地域、都市計画区域外における都市機能集積地以
外のエリア。

（２）土地の管理に着目したゾーニングの方向性・案 ５ 土地の管理に着目した
ゾーニングの考え方 82

⑤自然環境調和ゾーン

荒廃化による周辺環境への影響が小さいことから、
現状の自然環境との調和により鳥獣の生態を認め、
獣害被害の拡大抑制を図るゾーン。



（２）土地の管理に着目したゾーニングの方向性・案 ５ 土地の管理に着目した
ゾーニングの考え方 83

管理構想図（案）
検討中



６ 検討スケジュール

84



（１）検討スケジュール ６ 検討スケジュール 85

令和６年度末の策定に向けて検討を進める



（１）検討スケジュール ６ 検討スケジュール 86

回 数 主な検討事項

第１回（R5.9）

・国土利用計画の概要
・市町村管理構想とは
・本市の現状と課題
・改定計画の方向性
・土地の管理に着目したゾーニングの考え方
・検討スケジュール

第２回（R5.12）

・改定骨子
・市土の管理方針
・管理構想図
・市土利用状況の評価
・国土利用計画（長岡市計画）の修正

第３回（R6.3） ・計画書素案（たたき台）の提示

第４回（R6.9）
・目標値の設定
・計画書原案の提示

第５回（R7.3） ・計画書案の提示

アドバイザー会議 （全５回を想定）


